
九州厚生局における農福連携の取組

厚生労働省九州厚生局
（地域共生社会推進室）



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特
性に応じて作り上げていくことが必要。
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地域包括ケアシステムの構築について



地域共生社会の実現に向けて

「必要な支援を包括的に提供する」ことが必要であるのは、高齢者だけではない。

障害者、生活困窮者、子ども等に対する「多世代対応型」の地域包括ケアシステムが必要。

→   地域のニーズを踏まえながら、不足するサービスを整備することが必要。
→   サービス提供主体の連携の下に、複合課題（高齢の親と無職独身の50代の子どもが同居している世帯、介護と

育児に同時に直面している世帯等）や制度の狭間（ごみ屋敷、障害はあるが手帳申請をしない等）への対応も必要。

高齢者

障害者

生活困窮者

子ども

都市部など、それぞれの専門的なサービスを整備することが可能な地域

それぞれの専門的なサービスを整備することが難しい地域

→   制度・分野ごとの縦割りを超えて、地域の多様な主体がつながりながら、地域を共に創ることが必要。
→   同時に、地域の課題の解決（各種産業での人手不足の解消、地場産業の育成、資源の保全、コミュニティの形

成等）にもつなげることができないか。

いずれの地域においても必要なことは、
○ 地域の多様な主体が「我が事」として参画すること。
○ 地域の人・資源が、分野・世代を超えて「丸ごと」つながること。

このような社会が「地域共生社会」であり、その実現に向けた取組は、「まちづくり」の取組であり、
「地域力の強化」のための取組である。
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高齢者
地域包括ケアシステム
［地域医療介護確保法第２条］

【高齢者を対象にした相談機関】
地域包括支援センター

子ども・子育
て家庭

【子ども・子育て家庭を対象にした相談機
関】

地域子育て支援拠点
子育て世代包括支援センター

等

課題の複合化

制度の狭間

・高齢の親と無職独身の５０代の子が同居（８０５０）
・介護と育児に同時に直面する世帯（ダブルケア） 等
⇒各分野の関係機関の連携が必要

・いわゆる「ごみ屋敷」
・障害の疑いがあるが手帳申請を拒否 等

土台としての地域力の強化
「他人事」ではなく「我が事」と考える地域づくり

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制

生活困窮
者支援

「必要な支援を包括的
に確保する」という理念
を普遍化

「必要な支援を包括
的に確保する」とい
う理念を普遍化

○既存の制度による解決が困難な課題

障害者
地域移行、地域生活支援
【障害者を対象にした相談機関】
基幹相談支援センター 等

共生型
サービス



１ 居住支援（国土交通省九州地方整備局との連携）

九州地方整備局と共同で、自治体（市町村）の福祉分野と住宅分野の職員と共に各分野が持つ資源や情報力
の有効活用を検討し、自治体における実効性のある具体的な連携政策を創ることへの支援を行う。
※ 平成30年10月から、九州地方整備局と共同で「地域包括ケア等×住宅建築ストック政策クラフトチーム」を開催しており、
管内５市町が参加。

２ 移動支援（国土交通省九州運輸局との連携）

自治体（各県）を通じて、移動手段の確保に課題を抱えている事業者（高齢者や生活困窮者の通いの場、障
害者の就労継続支援事業所などの実施主体）を把握し、九州運輸局と連携し、当該地域の交通事業者に協力の
可能性等の検討の要請や両省の関連施策等を活用した支援策の検討を行う。

３ 農福連携支援（農林水産省九州農政局との連携）

福祉関係事業者（農業への取組を検討している障害者就労継続支援事業所等、生活困窮者支援事業所や高齢
者の生きがいづくり事業を実施している団体などの実施主体）から、九州農政局と共同でヒアリングを行い、
実施可能性やその方法を検討し、地域のJA等に対して協力できる農家等の調査を依頼するとともに、両省の関
連施策等を活用した支援策の検討を行う。
※ 農林水産省では、平成29年度から、農山漁村振興交付金に農福連携対策が創設されており、これまで管内９団体を支援。
また、厚生労働省では、平成28年度から、「農福連携による就農促進プロジェクト」に係る都道府県に対する補助金が創設
されており、これまで管内全県を支援。

４ ICT利活用支援（総務省九州総合通信局、経済産業省九州経済産業局との連携）

福祉関係事業者や医療関係事業者等から、ICTの導入検討や課題についてヒアリング等により把握し、九州総
合通信局や九州経済産業局にその内容等を伝達し、各省の関連施策等を活用した支援策の検討を行う。

１ 居住支援（国土交通省九州地方整備局との連携）

九州地方整備局と共同で、自治体（市町村）の福祉分野と住宅分野の職員と共に各分野が持つ資源や情報力
の有効活用を検討し、自治体における実効性のある具体的な連携政策を創ることへの支援を行う。
※ 平成30年10月から、九州地方整備局と共同で「地域包括ケア等×住宅建築ストック政策クラフトチーム」を開催しており、
管内５市町が参加。

２ 移動支援（国土交通省九州運輸局との連携）

自治体（各県）を通じて、移動手段の確保に課題を抱えている事業者（高齢者や生活困窮者の通いの場、障
害者の就労継続支援事業所などの実施主体）を把握し、九州運輸局と連携し、当該地域の交通事業者に協力の
可能性等の検討の要請や両省の関連施策等を活用した支援策の検討を行う。

３ 農福連携支援（農林水産省九州農政局との連携）

福祉関係事業者（農業への取組を検討している障害者就労継続支援事業所等、生活困窮者支援事業所や高齢
者の生きがいづくり事業を実施している団体などの実施主体）から、九州農政局と共同でヒアリングを行い、
実施可能性やその方法を検討し、地域のJA等に対して協力できる農家等の調査を依頼するとともに、両省の関
連施策等を活用した支援策の検討を行う。
※ 農林水産省では、平成29年度から、農山漁村振興交付金に農福連携対策が創設されており、これまで管内９団体を支援。
また、厚生労働省では、平成28年度から、「農福連携による就農促進プロジェクト」に係る都道府県に対する補助金が創設
されており、これまで管内全県を支援。

４ ICT利活用支援（総務省九州総合通信局、経済産業省九州経済産業局との連携）

福祉関係事業者や医療関係事業者等から、ICTの導入検討や課題についてヒアリング等により把握し、九州総
合通信局や九州経済産業局にその内容等を伝達し、各省の関連施策等を活用した支援策の検討を行う。

マッチング支援事業(他省庁との連携)

○ 自治体や福祉関係事業者等が抱えている課題などをヒアリング等により把握し、他省庁（国土
交通省、農林水産省、総務省、経済産業省）の地方支分部局と連携し情報共有等を行うとともに、
厚生労働省及び他省庁の関連施策等を活用した支援策の検討などのマッチング支援を行う。
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農福連携の取組事例（ 「農」主体）
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農福連携の取組事例（ 「農」主体） 農福連携の取組事例（ 「農」主体）
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農福連携の取組事例（ 「農」主体）農福連携の取組事例（ 「農」主体）
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農福連携の取組事例(「農」と「福」のﾏｯﾁﾝｸﾞ)農福連携の取組事例（ 「福」主体）
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（主な経費内容）
・作業実施の指導・訓練に関する人件費（農家等への謝礼）や介護支援が必要な場合の人件費
・作業実施のための諸経費（器具の購入）やイベント（マルシェ）の開催
・商品の売上げは、支援の対象者である高齢者の有償ボランティアの謝金等として事業費に充てつつ、不足部分を支援

※ １市町村あたり、3カ所の実施を想定（財源の範囲内で１市町村当たり、最大5カ所まで）。

（具体的な取組例）
・ 市町村が適当と認めた者による農業、商品の製造・販売、食堂の運営、地域活動等の社会参加に対する支援
・ 専門家を派遣する等、利用者に対する技術・専門知識の指導・助言
・ マルシェ等イベントの開催支援
・ 社会参加活動を行うために必要な農業生産者や企業等とのマッチング支援
・ 好事例を収集し、関係者で共有するなどの普及活動

○ 認知症を有する人をはじめとする高齢者の中には、これまでの経験等を生かして活躍したいとの声が少なくない。地域におい
て「生きがい」をもった生活や認知症予防等の介護予防に資するよう、認知症地域支援推進員の取組として、新たに社会参加
活動のための体制整備を地域支援事業に位置づけ、その取組を支援。

社会参加活動や認知症予防のための体制整備 平成31年度予算案
267億円の内数



大牟田市での取組

平成３０年度老人保健事業推進費補助金
老人保健健康増進等事業

地域包括支援センターが「地域包括ケア」と「地方
創生」を統合し、「まちづくり」の中核として機能
するための「地域生活課題」に関する情報集積及び

活用等に関する調査・研究事業

報告書より



①買い物支援と介護予防

地域交流センター

移動販売

（関係者にとってのメリット）

〈産業側〉
・新規のお客さんや知り合いができた
・全く知らない業界のことを知るきっかけになっ
た
・営業活動など、新しい経験ができた
・超高齢社会の中で自分たち（商業者）の営みを
維持する可能性（ヒント）を得た

〈福祉側〉
・買い物難民の支援につながった
・買い物を通して誰かと話す機会になった
・店の人が買いにきた認知症の方と触れ合うこと
で、認知症の啓発につながり、認知症の方に優し
いまち（商店街）づくりにつながった



②カーディーラーとの協働
６５際以上の就労状況（総務省統計局）
６５歳～６９歳⇒４６．６％
７０歳～７４歳⇒３０．２％
７５歳以上⇒９．８％
計８６．６％

小規模多機能
型居宅介護事
業所等施設利
用者の方々が
洗車

相
談
支
援
包
括
化
推
進
員

相談 協力依頼

（関係者にとってのメリット）

〈産業側〉
・認知症を身近な問題と捉えていた
・地域密着を理念に、会社として地域に恩返しがした
かった

〈福祉側〉
・利用者さんが生き生きしている
・各人ごとのリハビリの効果が出ている
・家で何もしてなかった人が散歩に行くように、ご飯の
引き膳をするなど、行動変容が見られるようになった
・職員が利用者一人一人のことを考えながらケアができ
るようになり、職員のやりがいにつながった



③農家との協働

（関係者にとってのメリット）
〈産業側〉
・収穫量の増加につながった
・高齢者でも過去の経験等によりできることがあること
がわかった
・人手不足の解消につながった
〈福祉側〉
・何ができるかを知ることができた
・取り組みに参加したことで働くことに自信がつき、就
労につなげることができた
・達成感を得たり、自然と人と交流したりする機会に
なった

大牟田まるごとスタイル

教育・福祉・商業・農業・行政関係者

「お互いの困りごとの共有」

（事務局）
相談支援包括化推進員

企画 農作業を通した就
労体験会

繋
が
る

主に、「稲の種
まき」、「みか
ん・すものの収
穫」等その時期
にやるべき作業


